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衣食住のひとつ。しかし、世界中の住居は千態万状である。その大きな理由のひとつは、自然環境に対応した結果であろう。東日本大震災で、激しく揺れても倒れない日本の高層建築物や、川が氾濫しても住居の機能を失わないラオスの高床式 宅が、これにあたる。しかし、自然環境だけで説明できない違いもある。それど ろが、筆者が約二〇年前まで住んでいラオスの首都であ ビエンチャンでは、雨が降れば膝下まで水に浸かり、また、毎年メコン川氾濫の危険性に直面する市街地の岸沿いの住宅が平床式であ 一方、川が濫してもほとんど影響を受けない高台に高床式が多くみられるという、 一見、 理に反する現象があった。ところが、よく観察をすれば この二つ地域に好んで住む人の間には、選択する職業など経済的な営











きりしなくなってきたとはいえ、ラオスでは、民族による職業選択や経済活動の違いが、以前から大きい。一九世紀末から始まっ フランスによる植民地期のラオスでは、公務員のベトナム系とメコン川を挟んで商業に従事する中国系に対し、ほとんど 人 自給自足の農業に従事していた（A
skew
 et al. [2007] ） 。現体制が
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が、何よりの明確な根拠である。ここでいう「自然経済」と「商品経済」 経済学でいう「自給自足経済」 と 「市場経済」 であるのは、いうまでもないことである。社会主義思想を国是とする体制が成立する一九七五年以前を含め、市場経済進展しなかった大きな要因はいつくか考えられる。そのもっも大きなものは、一八世紀末（一八九三）からフランスによる段階的な植民地化が始まるまで、隣の強制移住による継続かつ徹底的な人口希薄化政策であった （
Stuart-
Fox [1997] ） 。フランスが仏印に併
合したラオスは広さが日本の本州とほぼ同じ面積であった 、一九一〇年になっても約六〇万人しかいなかったと言われている（
Pie-








八〇年代までの首都に 大小の違いこそあるものの、表・裏庭のある一軒家に住むラオス人が多かった。農 とって 自給自足な生活はもちろんのこと、公務員
など給与所得のある家庭でも、自宅でバナナ、タマリンド、マンゴといった果物や野菜がとれることは珍しくなかった。というよりも、むしろ当たり前であった。また、停電、断水になっても生活ができるよう、薪を使ったコンロ 、雨水を貯める大きな壺またはその代用品があった。高校生になるまで木屑コンロを準備するのが役目あった日々 懐かしく思い出される。これに対し、ラオスの小規模、かつ、数少ない都市部で生活するベトナム系や中国系の外国人、またはラオス人は商業などを 自分たちが住んでいるところで営むことが多い。例えば 首都では、昔からメコン川沿いの市街地などを中心に、人々は小売店、飲食店、仕立て屋・クリーニング屋、手作業でバイクや車の簡単な部品を作る店など家族経営で営んでいる。商売により現金を稼ぎ、そのお金で必要な消費財を購入する彼らにとって、何よりも大切なことは、人通りの多いところに 地するいうこ であろう。こう考えれば高いお金を払ってまで、窮屈な長屋を好む彼らの行動も納得できる。●長屋に参入するラオス人　
近年、ラオスの首都や地方都市
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